高市内閣の改憲・軍拡策動の狙い、どう立ち向かうか
「２０２６年春の憲法講座」講演　２０２６.０３.２２　渡辺治

はじめに
　高市政権が成立、総選挙で「大勝」し、改憲に意欲、軍事費増額、戦争準備の加速化
　３つのなぜを考える
　１　なぜ高市自民党は「大勝」したのか、「買った」高市は何をやろうとしているか？
　２　いま、なぜ、高市政権は、改憲・軍拡に意欲を燃やすのか？
　３　改憲と軍拡で本当に日本とアジアの平和は実現するのか？

１　高市自民党はなぜ「大勝」したか？－3つの要因
（１）第1の要因－選挙で大敗した自民党が、政権維持をかけ、新自由主義の修正・延命路線に転換し、くらしをなんとかして欲しいと切望する国民の支持を奪い取った
（ａ）自民党大敗は自公政権が続けた新自由主義政治によるくらし破壊への国民の怒り
鬱積する不満のマグマに、裏金、統一教会、消費税減税拒否が火を付けた結果
　新自由主義とは、大企業の競争力強化、大儲けで経済の発展を図る経済
　新自由主義の核心―企業労働者の賃金引き下げ、大企業への減税－法人税軽減のため医療、介護など社会保障財政の削減と消費税増税
これがくらしを破壊し自民党を大敗に追い込んだ、自民党、2つの選挙で710万票減らす
（ｂ）自民党政治に代わる政党として国民、参政党が躍進　
自民に代わり期待を集めたのは、新自由主義を批判しその転換を主張してきた共産党などではなく、新自由主義行き詰まりに目をつけ、消費税減税、積極財政による新自由主義政治の克服を掲げて台頭した国民、参政党という「新手の新自由主義」党だった
2つの選挙で、国民は、503万票増で25参院選で762万票、参政は、555万票増で743万票
（ｃ）なぜ、両党を「新手の新自由主義」党と呼ぶのか？
両党は、新自由主義の矛盾の修正を約束するが、大企業の競争力の拡大による経済という新自由主義の核心を維持し大企業負担の軽減、大企業への投資を続け、また大軍拡を容認するため、消費税減税や積極財政、さらに巨額の軍事費増の財源を、過酷な社会保障、医療費削減などに求め、決してくらしを良くしない、新自由主義の手直しによる延命・維持を狙う党
（ｄ）大敗した自民党の「大」転換と転換を担う高市の総裁就任
大敗した自民党は、政権を維持しながら、新自由主義政治を延命し軍拡・改憲を加速化するため、参政、国民を真似て、「新手の新自由主義」路線に転換、
高市はその転換に相応しい役者として総裁へ
高市の右翼政治家としての２つの個性・１　中国脅威論に基づく軍事強国化、新しい戦争形態に即応したサイバー、無人機などの軍備強化、「敵基地先制攻撃」論、防衛予算増
２つの個性・２　中国の脅威に対抗する軍事大国の基礎としての強い経済、そのため積極財政政による経済成長戦略、「危機管理投資」「成長投資」、固執する防衛産業への投資、育成
　選挙戦でも、自民党政治の「大転換」、減税と強い経済、新自由主義政治の手直しのみ訴え、くらしの改善を切望する、国民―特に前回参院選で参政党、国民民主へ投票した若者、現役世代、無党派層を中心に全世代から支持を獲得
（２）第2の要因－高市は執念を燃やす改憲・軍拡、右翼的持論を徹底的に隠して支持を獲得し、軍拡・改憲・右翼政策への「白紙委任」とりつけを狙った
　選挙演説第１声で高市は、改憲、軍拡、スパイ防止法、一言も言わず、徹底して隠す
（３）中道結成と「市民と立憲野党の共闘」からの離脱が自民党の小選挙区での圧勝
　今度の衆院選における自民大勝の特徴は小選挙区での地滑り的圧勝
　中道は対抗軸であること放棄－安保法制合憲、原発再稼働容認、改憲論議積極
　「市民と野党の共闘」から離脱して自民小選挙区での圧勝を助ける
東京30小選挙区　24衆院選16／30立憲、26衆院選自民30／30、神奈川11／20立憲民主、26衆院選自民20／20
（４）高市政権は、白紙委任をとりつけたと強弁し４本柱、特に軍拡加速化・改憲狙う
　2月９日記者会見、軍拡、改憲についても「昨日国民の皆様から政策転換を何としてもやり抜いていけという力強い形で背中を押していただきました」
悪政４本柱・自民・維新の連立合意（資料１）－新自由主義の手直し（消費税減税、積極財政）・維持（医療制度改悪）＋改憲・軍拡戦争体制づくり＋天皇・選択的夫婦別姓反対、排外主義などの反人権政策＋衆院議員比例定数削減という反民主主義の４本柱の悪政推進の綱領
特に高市政権が執念燃やすのは新自由主義の手直し・延命、と改憲・戦争体制づくりの加速化

２　いま、なぜ、高市政権は軍拡と改憲に意欲を燃やすのか？
（１）高市政権は、なぜ軍拡と戦争準備を急ぐのか？－2つの要因
（ａ）トランプ政権の新戦略による軍拡・戦争体制づくりの圧力
第1期トランプ政権、「ならず者国家」との戦争戦略から対中国覇権主義対決戦略へ
　 バイデン政権、軍事同盟で中国包囲戦略、対中軍事対決の拠点となった日本に圧力
　 第2期トランプ政権の戦略転換、「肩代わり」政策で巨額の軍事費増圧力
トランプは、高市政権と同じ「新手の新自由主義」政権、国内政治も世界戦略も大転換
アメリカ帝国主義の続けてきた、自由市場秩序の維持・拡大戦略は、一方でアメリカ巨大企業の繁栄をもたらしたが、軍事負担と財政赤字を招いているとして、トランプ政権は国際社会への関与から撤退し、西半球のアメリカの勢力圏の排他的領有、アメリカの古くからの勢力圏と主張する中東での勢力圏維持のために国際法を踏み躙る侵略、軍事力行使に訴える反面、アジア・太平洋、ヨーロッパは、中・露との勢力圏分割の取引により自らは武力行使せず、同盟国に軍事分担「肩代わり」政策要求－25.12「国家安全保障戦略」、26.1.23「国家防衛戦略」
日本に対して、一層の市場開放、対中国戦争の最前線、防衛費の対G D P比5％要求
（ｂ）トランプ政権の圧力に加え、高市自身の軍事強国への意欲により軍拡新段階へ
　高市－中国と対抗する軍事強国復活、その基礎としての「強い経済」軍需産業再興への野望
①「安保３文書」の再改訂で軍拡加速化（資料1）
G D P2％超の軍事費増、中国攻撃目指した長射程ミサイルの配備加速、原潜の製造
非核３原則見直しによる日本への核持ち込みの容認
軍需産業育成のため国の投資、殺傷兵器輸出のため防衛装備移転三原則運用指針改訂
② 日米共同作戦体制の強化・変質で自衛隊を前線に
アメリカに加担する対中戦争で、米軍指揮下で自衛隊主力化、レゾリュートドラゴン
　　③ トランプ政権新戦略に伴う戦争加担の実行
　　 トランプ政権のイラン侵略にトランプ政権の圧力を受けて加担
　　 安倍政権により制定強行された安保法制の発動、「存立危機事態」「重要影響事態」発動
④ 外国人への排外主義を動員して、戦争へ向けての国民動員体制づくり
防諜機関　国家情報局法案、対外情報庁の設立、スパイ防止法案、外国人土地取得規制法
（２）いま、なぜ、高市政権は改憲に執念を燃やすのか？－2つの要因
　（ａ）高市政権が進める軍拡・戦争準備に９条が立ちはだかる
　　① ９条の力
　　戦争しない、軍隊持たないと決めた９条の下で、米軍基地、自衛隊がつくられた（資料２）
　　自民党は、改憲をして堂々と軍隊を持ちたかったが、改憲反対の運動で挫折
　　政府解釈で、自衛隊は、９条が保持を禁止する「戦力」でないと言わざるを得なかった
自衛隊違憲の声と野党の頑張りで自衛隊には憲法９条に基づく解釈の大きな制約
　　　侵略されなければ武力行使はしない、先制攻撃はしない
アメリカの要請で日本が侵略されてもいないのに武力行使する集団的自衛権行使は禁止
武力行使目的の海外領土派遣「海外派兵」も禁止
      「後方支援」でも「他国の武力行使と一体化した活動は禁止」、戦闘地域に行けない
他国を攻撃する兵器は持てない
　　９条の理念に基づく憲法原則
　　　徴兵制は違憲、非核３原則、武器輸出３原則、緊急事態法なし、国家秘密法もなし
　　② アメリカの戦争への加担、軍拡・戦争準備への障害（資料３）
これら制約が、歴代自民党政権のアメリカの戦争への加担、軍拡、戦争準備を妨げた
改憲が挫折したため、政府は憲法変えずに改変する実質改憲－解釈や立法で軍拡進めた
　 特に、安倍政権は憲法の制約打破目指し集団的自衛権行使容認を強行、安保法制制定強行
　 実質改憲をすすめるが、憲法の制約でスピード遅く、軍拡の加速化に依然、障害
　　アメリカの戦争への武力による加担、武器輸出の全面解禁などで高市政権、苛立ち募らす
　　Cf アメリカのイラン攻撃に加担する派兵と障害－「存立危機事態」「重要影響事態」
（ｂ）自民党大勝で改憲をめぐる情勢の激変
① 自維連立政権で実質改憲優先から明文改憲戦略との同時並行戦略へ
　９条改憲につき両党で条文起草協議会を設置、緊急事態条項でも25年度中に両党条文起草協議会を作り、26年度中に国会に条文案提出、衆参憲法審査会に常設の条文起草委員会設置
② 中道改革連合結成、立憲の公明への吸収のインパクト
　　その「綱領」に掲げられた「５つの政策の柱」の第４で「現実的な外交・防衛政策と憲法改正論議の進化」、「基本政策」では自衛隊明記改憲を念頭に、「自衛隊の憲法上の位置付けなどの国会での議論を踏まえ、責任ある憲法改正論議を深化」する
③ 自民大勝のインパクト・衆院憲法審査会の変貌
自民党大勝により、衆院で、自民単独で3分の2の多数確保、憲法審査会の構成激変
　会長を改憲派が奪還、憲法審査会50人の委員のうち改憲反対の政党の委員は一人に。
（３）戦後最大の改憲の危機
　　高市政権、改憲をめぐる勢力配置の激変を利用して、衆院憲法審査会に条文起草委員会作り、自衛隊明記と緊急事態規定改憲の条文づくりと発議を狙ってくる危険（資料５）（資料４）

３　改憲と軍拡で日本とアジアの平和は実現するのか？
（１）改憲と軍拡は戦争への道、抑止力は働かない
　　軍拡、改憲進めても、高市首相のいう抑止力は働かない、中国のさらなる軍拡の加速化
日本の軍拡・軍事同盟強化は、世界の米中軍拡競争の加速化を招くだけ
歴史の教訓は、軍拡競争は戦争への道－第1次大戦前の建艦競争、第2次大戦前の競争
（２）戦後日本が80年、「戦争しない国」を続けられたのはなぜか？
（ａ）戦後日本の平和は米軍と自衛隊のおかげ？
　　 戦前日本は10年おかず戦争、戦後80年は非戦、戦争知らない国民が90％、超える
戦後80年の平和は、安保と自衛隊のおかげか？
市民の運動により改憲が阻止された結果、自衛隊の活動が９条により制約されたから
（ｂ）９条による自衛隊の活動に対する制約が、戦争加担、軍事衝突を防いだ
　　　戦後日本が戦争に巻き込まれる事態は２つ
　　　１）第１は、アメリカの戦争への武力による加担が、集団的自衛権行使禁止で断念
　　　　ベトナム戦争加担、湾岸戦争、アフガン戦争、イラク戦争
　　　２）２つ目は領土紛争が軍事衝突化する場合
北方領土、竹島、尖閣で紛争、９条の制約で自衛隊が武力行使せず戦争、軍事衝突なし
自民党外交も、日中紛争の軍事化を防止（資料６）
（３）中国の「脅威」に立ち向かえるか？
　（ａ）中日戦争の必然性ない、戦争は台湾をめぐる米中戦争に日本が加担する時
　　米中戦争は防げる―米中覇権主義対決は激しいが米中双方とも戦争は望んでいない
　　冷戦期の米ソ対決と異なり、米中経済不可分、戦争は米中双方の経済破綻
しかし「台湾有事」は戦争の危険性、放っておいて平和は来ない
（ｂ）どうすれば米中の戦争を抑えることができるか、日本の責任
　　台湾有事に日本は集団的自衛権行使をしないと宣言、アメリカの戦争への加担拒否
台湾有事はつくらせない―アメリカは、日本が加担しなければ、軍事介入困難に
改憲を阻止し、憲法堅持を宣言－これは、アジアと世界への強い平和のアピール
米中の仲介、その上で中国に、台湾問題の平和的解決、武力行使しないことを要求

むすびにかえて　戦争させないため、いま、私たちにできること
（１）戦争反対、戦争加担するな、戦争準備の９条改憲許すな、の声を、市民が上げること
　　高市改憲反対の大規模署名、「戦争NO！」の大きな市民集会
　　高市政権支持率の高い、若者、現役世代の人たちが立ち上がっている
（２）９条への自衛隊明記改憲、緊急事態改憲の危険性についての学習と宣伝
（３）改憲に反対する思い切った市民の共同の広がりを
　　高市改憲、スパイ防止法、議員定数削減、国旗損壊罪、などの反対で広い１点共闘を
　　市民運動の広がりで包み込んで、市民と立憲野党の共闘の再構築を、地域から
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